『社会政策研究』第６号の原稿募集【訂正版】

【お知らせ】

・この文書は、2005年2月刊行の本誌第５号掲載の「『社会政策研究』第６号の原稿募集」訂正版です。投稿をご予定の方は、この文書の情報を優先していただけますようお願いいたします。

・訂正点は１ヶ所です。第５号では事前申し込み締め切りを３月８日とお知らせしましたが、雑誌刊行が予定より遅れましたため、告知期間を確保して、３月２２日に延長いたしました。

・それ以外の訂正点はありません。原稿自体の締め切りも４月８日で変更ありませんので、ご注意ください。

『社会政策研究』第６号（発行：東信堂、編集：社会政策研究編集委員会。2005年11月刊行予定）においては、下記の要領で、投稿論文を募集します。

　奮って応募下さいますようお願い申しあげます。

１．論文のテーマ

①自由論文

　社会政策、社会福祉・社会保障および関連分野の学術論文であれば、テーマは自由です。

②特集論文

　特集テーマ「社会保障改革のホットイシュー」（仮題）に関連する学術論文

２．掲載の可否の決定

　レフェリーによる査読の結果に基づき、編集委員会が掲載を決定します。

３．締め切り　　　　２００５年４月８日（必着）

４．投稿資格　　　　特にありません。

５．論文枚数

　本文の分量（図表・注・文献リストを含む）は20,000字以内とします。これを厳守してください。詳細については、投稿規定、執筆規定を参照して下さい。

６．投稿規定、執筆規定

　本誌第５号に掲載してあります。また、本誌のホームページ（http://www.l.u-tokyo.ac.jp/~takegawa/jsps/）には、これらの規定とともに、本誌に関する最新情報が掲載されています。投稿にあたっては、これらの規定を熟読し、必ず規定に従って原稿を作成し、提出して下さい。論文枚数が超過するなどこれらの規定に反する場合は、投稿論文を受け付けない場合があります。

７．事前申し込み

　論文の投稿にあたっては、事前申し込みを必須とします。必ず、２００５年３月２２日（必着）までに、事務局まで文書（郵送または電子メイル）で申し込んで下さい。事務局は、2004年３月から下記に移転しておりますのでご注意下さい。申し込み文書には、氏名、所属、連絡先（住所またはメイルアドレス）、論文題目（仮）、論文の概要（２００字以内）、自由論文・特集論文の別を明記してください。

８．原稿提出先・問い合わせ先

　　『社会政策研究』編集委員会事務局

　〒464-8601　　名古屋市千種区不老町

名古屋大学文学部社会学講座　田渕六郎研究室気付

電子メイル rtabu@cc.nagoya-u.ac.jp　（ただし、電子メイルは事前申し込みと問い合わせのみ。添付ファイルでの論文提出は認めていません。電子メイルアドレスは変更する場合がありますので、必要な場合は、ホームページで確認してください。）

　なお、投稿論文提出の際には、返信用封筒（宛名を書き、論文返送に必要な分の切手を貼っておくこと）と、査読に要する郵送費の実費の一部として480円分の郵便切手を同封してください。また、査読結果に基づいて論文の加筆修正を行って再提出する場合も、同様にお願いいたします。

　
